
 

 

 

先月号では、相続税の具体的な計算方法につきましてご説

明させて頂きました。少しでも先生方のご理解のお役に立てれ

ば幸いです。 

さて、先々月号でもご紹介させて頂きましたが、平成２７年

から相続税の基礎控除額が引き下げられ、多くの方の税負担

が増えることが予想されております。しかし、すでにご存知の方も

おられると思いますが、土地につきましては「小規模宅地等の「小規模宅地等の「小規模宅地等の「小規模宅地等の

特例」特例」特例」特例」という規定の適用を受けることにより、負担を軽減するこ

とができます。 

今回は、こちらの制度につき、具体例を交えてご説明させて

頂きます。なお、具体的な税金の軽減額の計算における前提

条件につきましては、簡便的に土地の相続税評価額を＠２０＠２０＠２０＠２０

万円／㎡万円／㎡万円／㎡万円／㎡として試算しておりますのでご了承ください。 

また、近く改正される項目近く改正される項目近く改正される項目近く改正される項目もございますので、そちらにつきまし

ても合わせて解説させて頂きます。 

 

要件と軽減の内容要件と軽減の内容要件と軽減の内容要件と軽減の内容    

「小規模宅地等の特例」には以下の４つのパターンがござい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

※ 上記（１）～（４）は、一定の要件を満たせば併用すること併用すること併用すること併用すること

も可能ですも可能ですも可能ですも可能です（但し上限設定あり）。 

    

改正改正改正改正の内容についての内容についての内容についての内容について    

現行では、上記（１）～（４）の併用（例えば、自宅の敷地と

診療所の敷地等）が可能なのは最大４００㎡まで最大４００㎡まで最大４００㎡まで最大４００㎡までとなっておりま

した。 

しかし、平平平平成２７年１月１日以後成２７年１月１日以後成２７年１月１日以後成２７年１月１日以後開始相続分につきましては、 

 

 

  

 

 

 

 

具体的にどのような影響があるのか、軽減可能額の上限を

計算しますと、 

① 現行  （４００㎡４００㎡４００㎡４００㎡×２０万円）×８０％８０％８０％８０％＝６，４００万円６，４００万円６，４００万円６，４００万円 

② 改正後 （７３０㎡７３０㎡７３０㎡７３０㎡×２０万円）×８０％８０％８０％８０％＝１億１，６８０１億１，６８０１億１，６８０１億１，６８０万円万円万円万円 

 

改正により、軽減可能額がかなり大きくなっている軽減可能額がかなり大きくなっている軽減可能額がかなり大きくなっている軽減可能額がかなり大きくなっていることがお分

かりいただけると思います。相続税の増税と同時に適用される

改正項目ですので、漏れなく活用したいものです。 
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（１）（１）（１）（１）    特定居住用宅地等の特例特定居住用宅地等の特例特定居住用宅地等の特例特定居住用宅地等の特例        

    

● 以下のいずれかに該当する場合等に適用が受けられます。 

① 先生の配偶者配偶者配偶者配偶者が、先生の自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地を相続した場合 

② 先生と同居している方同居している方同居している方同居している方が、当該自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地を相続し、 

相続後も居住を続ける場合 

● 軽減の内容 

敷地のうち２４０㎡２４０㎡２４０㎡２４０㎡を限度として、８０％８０％８０％８０％の軽減を受けることが

できます。 

例えば、相続人が先生と同居しているご子息であれば基本

的に適用の対象となり、最大で（２４０㎡２４０㎡２４０㎡２４０㎡×２０万円）×８０％８０％８０％８０％

＝３，８４０万円３，８４０万円３，８４０万円３，８４０万円分、課税相続財産の金額を減らすことが可能

となります。 

 

（２）（２）（２）（２）    特定事業用宅地等の特例特定事業用宅地等の特例特定事業用宅地等の特例特定事業用宅地等の特例        

※ 先生が個人事業主個人事業主個人事業主個人事業主である場合に適用が受けられます。 

 

● 先生の診療所の敷地診療所の敷地診療所の敷地診療所の敷地を相続した方が、事業事業事業事業（診療所経

営）を承継を承継を承継を承継する場合 

● 軽減の内容 

敷地のうち４００㎡４００㎡４００㎡４００㎡を限度として、８０％８０％８０％８０％の軽減を受けることが

できます。 

例えば、相続人が先生の後継者であるご子息であれば適用

の対象となり、最大で（４００㎡４００㎡４００㎡４００㎡×２０万円）×８０％８０％８０％８０％＝６，４００６，４００６，４００６，４００

万円万円万円万円分、課税相続財産の金額を減らすことが可能となります。 

 

（３）（３）（３）（３）    特定同族会社事業用宅地等の特例特定同族会社事業用宅地等の特例特定同族会社事業用宅地等の特例特定同族会社事業用宅地等の特例        

※ 先生の事業が医療法人医療法人医療法人医療法人である場合に適用が受けられます。 

 

● 医療法人の理事医療法人の理事医療法人の理事医療法人の理事が、法人所有の診療所の敷地診療所の敷地診療所の敷地診療所の敷地を相続した

場合 

● 軽減の内容 

（２）（２）（２）（２）    特定事業用宅地等の特例特定事業用宅地等の特例特定事業用宅地等の特例特定事業用宅地等の特例 と同様です。 

 

（４）（４）（４）（４）    貸付事業用宅地等の特例貸付事業用宅地等の特例貸付事業用宅地等の特例貸付事業用宅地等の特例        

    

● 先生所有の賃貸用不動産の敷地賃貸用不動産の敷地賃貸用不動産の敷地賃貸用不動産の敷地を相続した方が、相続後

も賃貸事業を継続する場合 

● 軽減の内容 

敷地のうち２００㎡２００㎡２００㎡２００㎡を限度として、５０％５０％５０％５０％の軽減を受けることがで

きます。    

例えば、先生と離れて暮らしておられるご息女であっても適用

の対象となり、最大で（２００㎡２００㎡２００㎡２００㎡×２０万円）×５０％５０％５０％５０％＝２２２２,,,,０００万０００万０００万０００万

円円円円分、課税相続財産の金額を減らすことが可能となります。 

 

Ⅰ．自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地（上記（上記（上記（上記（１）１）１）１））の適用面積の限度が、２４０㎡から

３３０㎡３３０㎡３３０㎡３３０㎡に拡大されます。 

 

Ⅱ．自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地自宅の敷地（上記上記上記上記（１）（１）（１）（１））と診療所の診療所の診療所の診療所の敷地敷地敷地敷地（上記上記上記上記（２）・（３）（２）・（３）（２）・（３）（２）・（３））

の両方を所有している場合、最大３３０㎡＋４００㎡＝７３０７３０７３０７３０

㎡㎡㎡㎡まで、８０％８０％８０％８０％の軽減を受けることが可能となります。 

（注）実際に特例の適用を受けるにあたっては、紙面の都合上

ご案内に不足のある要件等もございますので、詳しくは顧問

税理士等にご相談下さい。 


